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特 集 Ⅰ

第28回厚生政策セミナー「時間と少子化」（2023年12月４日）

【報告２】

お金か？時間か？

―子育てコストと少子化―

福 田 節 也＊

司会： それでは続きまして『お金か？時間か？：子育てコストと少子化』と題しまして，

国立社会保障・人口問題研究所企画部室長 福田節也より発表いたします．それでは，福

田室長よろしくお願いいたします．

福田氏： ただいまご紹介にあずかりました国立社会保障・人口問題研究所の福田と申し

ます．私からは子育てにかかるお金と時間についてデータを通してお示ししたいと思いま

す．また，それらが少子化とどのように関係しているのかについてお話ししたいと思いま

す．

初めに報告の流れですが，最初に最新統計に見る子育てにかかるお金と時間というとこ

ろを示していきたいと思い

ます．2番目に子育てコス

トと出生についての理論と

研究知見について．ちょっ

とアカデミックな話になり

ます．3番目に実際にデー

タを用いて，子育てのコス

トと少子化についての国際

比較分析を行ってみました

ので，こちらの結果をお示

ししたいと思います．最後

にあくまでアカデミックな

立場からの知見ということ
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になりますが，効果的な支援策について考えるということでお話ししたいと思います．

まず，子育てにかかるお金と時間．お金の方ですけれども，子育てにかかる費用という

と教育費といったところが非常にフォーカスされますが当然そればかりではなくて，人一

人が生きていく上で必要な消費，例えばこの表でいうと，養育費関連の消費がかかってき

ます．

その他にも子どもが育ってくると携帯電話の費用や，時々のお祝いの費用，あるいはレ

ジャー等，子どもの成長に伴いかかる費用もあるということです．
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こういった費用が子どもの成長とともにいくらぐらいかかっているのかという調査結果

がありましたので，こちらをお示ししたいと思います．図は，0歳から15歳，中学卒業ま

でに毎年何にいくらぐらい費用がかかっているのかというデータになっています．右の方

に数字が書いてありますが，こちらは年間で何万円かかっているかという数字になってい

ます．これを見ると，大体90万円から160万円ぐらいかかっていることになっています．

3歳から6歳のところ，保育費用ということで丸がしてありますが，現在はここが無償化

されたということで非常に大きな部分がなくなって軽減されたのかなというところです．

ただトータルでこの数字を足してみると，保育費を除いてみてもだいたい1,768万円とい

うことで非常に多額の費用がかかっているということになります．特に中学生以降になる

と教育費のところが大きくかかってくるという構造が見て取れます．

同じデータを割合に直してみたものが

次の図（省略）ですが，3つ大きな消費

費目があります．1番目が衣類，食費，

生活用品，医療などの人が生きていく上

で必要な基礎的な消費という部分です．

真ん中の部分，このグラフで言うと青い

部分になりますが，こちらが保育や教育

費となります．最後にお小遣いで，白色

から右のオレンジのところにかけてです

が，こちらの方がその他の子どものため

の出費ということになります．繰り返しになりますが中学生になると教育費の割合という

のは非常に大きいということです．

別のデータで0歳から18歳の子どもの教育費のところだけフォーカスしてそのトレンド

をみると，子どもの数は減っていますが，一人当たりの教育費は年々上昇を続けている状

況にあります．

さらにこの18歳以降の教育費である大学の授業料，入学料がどうなのか見てみると，こ

ちらも年々急増しており，特に私立大学の授業料が近年においても伸び続けている状況に

あります．

そうすると結局，幼稚園から大学卒業まで一体いくら教育費だけでかかるのかというこ

とですが，そちらを計算した結果によると，すべて幼稚園から大学まで私立，あるいは小

学校から私立となると，トータルで2,500万円程かかってしまうということです．中学か

ら私立，高校から私立となると大体1,500万円前後．大学から私立というだけでも1,200万

円程かかってしまう．すべて公立でも1,000万円は教育費だけで超えてしまうということ

で，非常に多額の教育コストが我が国ではかかっているということです（「金融広報中央

委員会「知るぽると」内「子どもの教育費、どう準備する？」（監修：豊田眞弓，2020年

7月）より引用）．

教育費がどんどん増えても家庭の中で世帯の収入が上がっていれば問題ないのですが，
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家計における可処分所得，いわゆる手取り収入は年々下がっている状況です．2011年から

の変化をみると，子ども手当の見直し等によって減ってしまった部分が結構ある．それ以

外にも社会保険料の料率が上がったであるとか，消費税の税率が上がった，さらには高所

得の人に関してはその高所得の部分の更なる料率アップといったところで，手取りが減っ

ているという形になっています．

こうした状況において政府の方もただ手をこまねいているわけではありません．子育て

の経済的支援も2010年ぐらいからどんどん出てきています．例えば児童手当であれば，現

在の制度で言えば子どもの中学卒業までに約200万円ほど．先ほどの1,000万円とかいう額

からすると微々たるものですが貯めることができます．さらには第三子加算等の拡充が現

在検討されているところです．その他にも幼児教育，保育の無償化が始まりました．

あとは高等教育も収入制限はありますが授業料が無償化されてきている．あと意外と大

きな子どもの医療費の助成制度というところで，これはその地域の自治体が上乗せという

ことで子どもの医療費が無料になるという形でやっているものです．

さらには，各種奨学金制度であるとか，NISA，ジュニアNISAであるとか，教育資金

の一括贈与にかかる贈与税非課税処置といったものも2010年以降出てきています．

子育ての金銭的なコストについてまとめると，1番目として，3つの大きな費用があり

ます．1つは基礎的な消費で，こちら言い換えるならば健康的な生活のために必要な消費

と言えるのではないでしょうか．2つ目が保育，教育費．こちらは人的資本への投資．3

つ目は，その他の子育て関連費ということですが，こちらも重要で，子どもの社会関係資

本であるとか情緒的な発達のためには欠かせないものであると言われています．これらの

費用は，子ども一人一人の育ちにとって重要なことはもちろんなのですが，これから人口

が減少していくという日本においては数を質で補うしかないわけですから，人口の質，い

わゆる労働生産性や国民全体のウェルビーイングを上げていく上で非常に重要だと考えら

れます．だからこそ政府が支援する意義や必要性があるのではないかというところです．

2番目としては，家計における可処分所得の減少と教育費の高騰という現状があるという

ことです．3番目は，子育てに対する様々な経済的な支援も始まっているということです．

制度は非常に数も多いし複雑なのですが，これらをうまく活用して子育てに関わる金銭的

なコストに備える必要があろうかと思います．お金の話ですが，教育費の増大期，中学生

に子どもがなるまでにいかにしてお金を貯められるかという意味では時間との戦いとも言

えるのかもしれません．
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次に子育てにかかる時間です．こちらのグラフは6歳未満の子どもを持つ男性・女性の

家事・育児時間の推移を出しています．こちらを見るとわかるように育児時間の線は男女

ともに上昇傾向が見られる一方で，女性の家事時間に関しては最近減少してきているとい

う傾向が見られます．

同じデータを専業主婦家庭と共働き家庭に分けて男女の負担割合を出したものをみてみ

ると，共働き家庭の方が女性の負担割合は低い，つまり男性がより多く負担しています．

特にその傾向は近年になるほど，共働き家庭では大きくなっています．つまり，男性の貢

献割合は増えている．依然として女性が7割以上やっているというのは確かなのですが，

男女の負担割合で変化が見えてきています．

さらに，子どもの年齢によって，家事・育児時間がどのように違うのかを男女でみてみ

ると，子どもは小さい方がやはり家事・育児に時間かかっています．男性については妻の

就業状態によって家事・育児時間が異なるという傾向があります．やはり妻が正社員で働

いている男性の方が家事・育児をやっている時間が長いということです．

国際比較のデータで無償労働時間の男女比を見てみたいと思います．これは男性がやっ

ている家事・育児を1とした時に女性がその何倍やっているかという数字になっています．

これを見ると，やはり先ほどのカン教授での報告にもあったように日本（5.5），韓国

（4.4）では非常に無償労働が女性に偏っているという状態が見て取れます．
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ただ，そういった状況がいいと日本の男性，女性が思っているのかというと必ずしもそ

うではないようです．こちらのグラフでは生活時間をどのように見直したいかということ

を聞いています．家事・育児時間のところを見ますと，女性は減らしたいという人が多い．

ところが男性を見てみると増やしたいと言っている人も相当数いるということで，男女双

方でもう少しバランス取りたいという傾向が見て取れます．

私の見るところ日本でも新しい変化が起きつつあると思うのですが，その一つはテレワー

クです．テレワークを導入する企業はコロナ禍以降増えています．「令和4年度 新しい

ライフスタイル、新しい働き方を踏まえた男女共同参画推進に関する調査」（令和4年度

内閣府委託調査）によると，普段長時間労働の男性はテレワークの日の方が仕事時間が短

く，家事・育児時間が長いという傾向が見られます．

さらに男性の育児休業の取得率も上昇しています．

―445―



これが面白いのですが，育児休業の経験がある男性ほど家事・育児時間が長いという傾

向が認められます．

その他，育休取得経験のある男性の方が家事・育児スキルの自己評価が高い．また配偶

者からの満足度も高いということで，どうも育休を取ることで男性の家事・育児に対する

自信やスキルが増す側面があるようです．
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新しいトレンドの3つ目としては，若い世代における意識の変化が挙げられます．こち

らを見てみますと，家事・育児への考え方として自分が率先してやるべきことであると言

う割合が，男女とも同じぐらいになってきています．上のグラフでは将来のパートナーに

対する未婚男性の期待ということですが，ずっと増えているのが「両立コース」というこ

とです．結婚出産を得ても仕事を続ける女性をパートナーにしたいという男性が増えてい

ます．一方で，年々減っているのは専業主婦の女性をパートナーにしたいという「専業主

婦コース」を希望する男性です．この割合はかなり減ってきて少数派になっているという

ことです．一番冒頭の所長の話にもありましたが，今年のノーベル経済学賞受賞者のゴー

ルディンもアメリカでも同じようにやはり世代を経ながら，男女の役割分担というのは変

わってきたのだという意味で，日本でもそういった静かな革命が起きている可能性がある

のではないかと思います．

子育て時間のコストのまとめですが，1番目に，男性の家事・育児時間は上昇傾向にあ

るが，依然として女性の負担が大きい．2番目に，子どもは小さい時ほど家事・育児によ

る時間的なコストは大きい．これは教育費の増大とある意味トレードオフになっていると

いうことです．3番目に，国際的に見ても，日本では女性の無償労働が（男性と比べて）

異常に大きい値になっています．ただし4番目に，3つの新しいトレンドと希望の光とい

うことで，テレワーク，育休取得経験，若い世代における意識の変容，こういったものが

日本でも起きているということです．そのため共働き化により，子育ての金銭的，時間的

コストをどのように男女で負担していくのかという戦略が日本で変わりつつあるのではな
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いかというのが私の主張です．さらに両立支援策，育休，時短勤務，フレックス，テレワー

ク，あるいは公的な保育施策というのは，子育ての時間的コストを個人や社会で負担する

ためのある意味，時間政策という面もあるのではないかと思いました．

次に2番目のテーマである，子育てのコストと出生についての理論と知見についてお話

ししたいと思います．主にこうした分野の理論構築を行ってきたのは経済学なのですが，

こちらにあるように質―量トレードオフモデルとか時間配分モデルといったことが言われ

ています．質―量トレードオフモデルでは，例えば一人当たりのGDPと合計（特殊）出

生率の間には負の相関があるという検証が行われていたり，時間配分モデルでは女性の労

働参加率と出生率というのは負の相関があるということが検証されてきています．

ところが従来の理論に反する新たな潮流というのが2000年代以降に出現してきています．

例えば一人当たりのGDPと出生率の関係で言うと，かつては負の関係ということで右下

がりだったのですが，近年国際比較の関係を見ると，これは右上がりに変わってきていま

す．同じように女性の労働参加率についても関係性というのが反転している．これは何な

のかというと，経済学，社会学，人口学で一致した見解なのですが，女性の就業キャリア

と出生希望との両立，これをいかに両立するのかというところが出生行動の鍵を握るよう
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になってきているということです．この背景には女性の就業継続というのが，どの国にお

いても普遍化してきている点があると言われています．

実際に見てみると，就学前教育，いわゆる公的保育への公的支出と出生率，あるいは女

性の就業率といったところは，国際比較で見るとすでに正の関係があります．さらに男性

の家事育児分担割合と出生率についても正の関係が見られる形になっています．
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こちら先ほどのカン教授が説明してくださったジェンダー革命と出生の理論ということ

ですが，ジェンダー革命が進むにつれて出生率は，U字型を描くとされています．先ほ

ど触れられていなかった点としては，このB地点からC地点へ出生率は上がっていくと

思われているわけですが，その出生率の上昇を牽引するのは高学歴の人的資本が高い女性

であると言われています．

実際に実証研究の結果どうなのかというのをマクロレベルの知見と，個人レベルのミク

ロレベルでの知見で見ていきたいと思います．マクロレベルの知見としては出生率と正の

関係を持つ要因として，公的保育への支出や保育施設の提供，子育てに対する公的支出，

あるいは父親の家事育児参加といったものが挙げられる．逆に出生と負の相関を持つ要因

としては，子育ての経済的なコストや時間的なコストといったものが挙げられています．

個人レベルの分析を通して見られるミクロレベルの知見としては，詳細を省きますが総

じて子育ての金銭的なコストや時間的なコストをうまく夫婦間で負担できるような，そう

いう状況があるほど子どもが生まれやすいというような研究結果が示されています．

3つ目のテーマとして，子育てコストと少子化についての国際比較分析という結果につ

いてお示ししたいと思います．こちらで使ったのは 国民移転勘定(NTA)と言われていま

すが，それと国民時間移転勘定(NTTA)という二つの統計です．こちらは国連が主導して

いる加工統計となります．NTAとは何なのかと言うと，年金，医療，介護といった公的

領域における所得の移転，及び家族・親族間の私的な領域における所得移転について，年

齢，性別に支払いと受け取りの金額を推計したものです．NTTAについてはその無償労
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働版でして，家事・育児，家族介護といった無償労働を通じた時間の移転を時給換算して

金銭化して，それが性別年齢別にどのように行われているのか見たものです．

具体的にデータを示すと，こういう感じのグラフを書くことができます．こちらのグラ

フですけれども，横軸が年齢になっていまして，縦軸が金額，それぞれの年齢において消

費金額から労働収入を引いた値となっています．この値が正であるということは稼ぐ以上

に消費しているということです．この値が負ということは消費する以上に稼いでいるとい

うことです．一国における所得の移転を考えると，この現役世代が稼いだ余剰というのを

子どもと高齢世代に割り振って世の中が回っているという形になります．子どものところ

を見てみると，では稼いでいないのに消費している部分はどうなっているのでしょうか．

色分けされていますけれども，黒が家族からの移転，要するに親が支払ってあげていると

いう部分です．薄いグレーのところが公的保育であるとか公教育であるとか，あるいは医

療，国が払っている部分です．点模様のグレー部分が無償労働ですね．育児，家事，介護

といったものを受け取っている部分，それを金銭化したものとなります．高齢世代でも同

じようなことがわかるわけですが，今回の分析ではこの子どもの部分の移転に着目し，0

歳から24歳ぐらいまでにかかっている消費がどのようにファイナンスされているのか．こ

れを子どものコストとみなして出生力との関係について分析をしてみたいと思います．
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こちらNTAやNTTAの計算に用いるデータです．分析方法としてはNTA，NTTA

を使った子育ての金銭的コスト，時間的コストの測定及び，その出生率との国際比較分析

ということを行っていきたいと思います．
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はじめに子育ての金銭的コスト，時間的コストの測定ですが，比較対象はヨーロッパの

4カ国と日本で，日本は2009年と2014年の2時点です．あと韓国，台湾を比較対象として

選んでいます．横軸は年齢になっていて，縦軸はどれぐらいお金がかかっているかを示し

ます．ただお金と言っても各国物価が違うので，ここでは30歳から49歳の平均年収に対す

る比率，何年分かというような形で出しています．こちらを見ると一番大きな違いは，ヨー

ロッパ諸国と比べて東アジア諸国では世帯が出している教育費の部分が大きいというとこ

ろです．
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そしてこちらがNTTAですね．時間的なコストをNTTAで出したものですが，こち

ら韓国，台湾はデータがありませんのでヨーロッパとの比較となりますけれども，やはり

0歳のところで一番時間的なコストがかかっています．日本は2001年と2016年があります

が，2016年のところでかなり0歳の時間的コストが上がってきている傾向が見られます．
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先ほどのグラフを数字にしたものがこちらの表になっていて，このデータにTFR，出

生率のデータをつけて相関分析を行ってみました．

その結果，まず子育ての金銭的コストと出生率は明らかな負の相関があり，要するに子

育てのコストが高い国ほど出生率が低いという傾向が見られます．相関係数にすると特に

私的支出，世帯が出しているお金との相関が高くて-0.83ということです．子育てに世帯
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がお金を出さないといけない国は出生率が低い傾向が示されています．一方で公的な支出

ですが，国が子育てにお金をたくさん出しているという国は出生率が高い傾向があり，こ

ちらは正の相関が見られるということです．

子どもの費用で大きい部分として教育と医療があり，それぞれに対して公私と負担があ

るわけですが，そのうちの私的な支出の割合がどれくらいなのかを出したのがこちらのグ

ラフです．一目瞭然に東アジア諸国では教育に対する私的な支出がヨーロッパに比べても

何倍も高いことが分かります．日本は医療支出に関しては最近かなり下がってきてヨーロッ

パ並みなのですが，韓国，台湾では教育に加えて医療支出も世帯が出している割合が高い

ということです．
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教育・医療への私的支出割合と出生率の関係をとるとやはりきれいな負の相関が出まし

て，世帯が教育にたくさん出さないといけないというところは-0.8ぐらいの相関がありま

す．ただ，医療の方に関してはそこまで大きな相関がないかなというところです．

次に子育ての時間的コストと出生率の関係を見ていきたいと思います．まず，その子育

ての時間的コストだけを見ると実は日本はヨーロッパよりも低い，つまりヨーロッパの方

が子育てに対してたくさん時間を使っているようです．
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同じように相関を見てみると，かろうじて育児時間が長いと出生率が低い国が多いとい

う形なのですが，日本の時系列をみると，日本は2001年から2016年で育児時間は上がって

いるんですね．そして出生率も上がっているということで，必ずしもここで見られる相関

のような形になってないという特徴があります．

分析について結論めいたことを言いますと，子育ての時間的なコストについては金銭的

コストほど出生率との関係が明瞭ではない部分があったという気がしています．例えば日

本より出生率が高いヨーロッパ諸国の方が時間的なコストが大きかったり，日本では育児

時間が増加した2016年の方が2001年よりも出生率は高いというような形で，ちょっと金銭

的コストとは違う形が見られた．これはそれ以上深い分析をしていないので，あくまで私

の予想なのですが，どうも育児時間と出生率，あるいは夫婦のウェルビーイングというの

は逆U字型の関係があるのではないかと．つまりせっかく子どもが生まれたのに十分な

時間が子どもと取れないというのは，それはそれで不満です．一方で育児時間があまりに

も長すぎるとそれはそれで負担になってしまうわけです．おそらく個人個人で理想と考え

るような育児時間というものがあるのではないかと思われます．それを社会の制度として

実現できるかどうかというところに，出生率と育児時間との正しい関係があるのかなと，

そんな気がしています．一方でお金に関して同じサービスを受けられるのであれば安けれ

ば安いほどいいわけなので，時間についてちょっとそこは金銭的なコストと違うのかもし

れない．

最後ですが，効果的な支援策は何なのかということです．短期的な時間的なコストへの

対応としては，育休，公的保育，フレックス，テレワーク．こういったものはすでに制度

としてあるわけですが，より拡充し続けていくということで，育児時間の創出，或いは育
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児の社会化といったものを進めていくことが大事ではないかと．金銭的なコストへの対応

としては，やはり教育費について，諸外国と比べても高い部分があるようです．それで児

童手当等があるわけですが，これは継続的に必要かと思います．ただやはり財政的な限界

というのは厳然としてあるのかなと思います．そうした時に大事なのは共働きの支援なん

じゃないかというふうに私は考えます．共働きを支援していくことによって，世帯収入の

安定，さらには税収や社会保険料の増を見込めるのではないかと思います．

ただ，より長期的に日本のジェンダー規範の変容と働き方改革を進めていく必要もあり

ます．特に男性の家事・育児へのコミットメントを増やしていくことは大事です．ただこ

れに関しては我々世代をどうこうしようというのはすでにもう遅いかもしれなくて，次世

代，我々の子どもたちの世代をどういうふうに教育，意識改革していくかということが実

は大事なんじゃないかと思います．男性は女性の無償労働に依存するのではなく，女性は

男性の有償労働に依存するのではない．有償・無償労働における個の確立，そういったも

のを目指すような教育を我々がしていく必要があるのではないでしょうか．あとはこちら

濱口先生のご専門になるかと思いますが，二重労働市場の解消といったことも大きな課題

かなと思います．やはりフルタイムでもパートでも社会保障でカバーされ，キャリアを目

指せるような働き方，こういったものがジェンダー公平な社会というのを実現していく上

では必要かと思います．この点において日本のアドバンテージは何かと言うと，一つは人

口減少の圧力による社会変革の流れが今あるのではないかということです．特に労働市場

においてはすでに人手不足というのが始まっており，これは女性就業にとってはプラスだ

ろうと思います．さらには少子化対策の理解と家族政策のパラダイムシフトが2010年頃か

ら起きていますので，こうした流れをより進めていく必要があるでしょう．あとは若い世

代における意識の変化といったものがありますので，これもジェンダー平等の方向に流れ

ているのではないかということです．こういったアドバンテージをうまく使っていくこと

で，日本は変わっていけるのではないかと考えています．ご清聴ありがとうございました．
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